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The purpose of this study is to develop a mathematical model in order to analyze relationship between demand 

distribution and locational planning of ambulatory welfare institutions for elderly people. A model is developed as an 

institution choice model and takes two important factors such as the maximum commuting distance and using times 

per a week of day service center. Using the model several simulations are done for the case of Kanazawa City and 

study the results. As a result, it is revealed that some important patterns can be analyzed such as service coverage area 

by institutions and the number of selectable institutions for elderly people according to the planning conditions. The 

model also can be used for analysis of suitable institutional location pattern although the model has to be improved. 
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1.背景と目的 

現在、日本は高齢化が進行し超高齢社会の状態にある。国勢調

査によると、2010年における65歳以上人口は2929万人であり、

全人口の22.9%となっている。今後も高齢化の進行が予測されて

おり、2035年の高齢者人口は、3725万人で全人口の 33.7%と推

計されている。国民の3人に1人は65歳以上の高齢者というこ

とになる。 

高齢者数の増加に伴い、介護ニーズが増加し、支援や介護の必

要な高齢者が増加している。介護保険事業状況報告によれば、第

一号被保険者数（要支援・要介護認定者数）は 2004 年度の 374

万人から、2009 年までに 454 万人と増加し、今後も第一号被保

険者数の増加が見込まれている。 

高齢者が在宅のままできるだけ自立的な生活を継続していく

ことが求められており、そのため、都市空間において高齢者福祉

施設を含む各種の都市施設の配置や利用の仕組みを整えていく

必要がある。 

高齢者福祉施設には、需要に対応した適切な地理的立地および

必要なサービス水準の確保が求められる。このように、地域的な

需要と供給のバランスを図ることは、自治体などの福祉行政にと

って政策上の課題である。2000 年に介護保険法による制度がス

タートし、高齢者が在宅生活を送る上で重要な高齢者サービスの

一つとして通所介護（ディサービス）が普及し、高齢者通所介護

施設（ディサービスセンター）の配置整備が進みつつある。 

高齢者通所介護施設の配置計画に関わる既存研究として、高橋

ら 1)は、居住地から施設までの直線距離が最短となるような領域

を利用圏と設定した解析を行っている。また、堀ら 2)や野坂ら 3)

は、分析対象地域を100mメッシュに分割し、施設に近い利用者

から順次割り付け、その総移動時間（又は平均利用距離）を評価

指標とし、最小値を最適解としている。これらの研究は、距離だ

けを指標として数理的な手法を用いて分析しているが、十要な指

標である介護サービスの利用頻度や施設の入所定員を考慮して

いない。 

高齢者通所型施設の選択理由に関する既存研究としては、橋本

ら 4)や坊上ら 5)や畠山 6)では、ヒアリング調査・アンケート調査・

資料収集などを行い、施設利用者が通所型施設を選択する理由な

どを調査分析しており、本研究では、これらの成果を踏まえるこ

とにする。 

本研究は、金沢市における高齢者通所型施設（ディサービスセ

ンター）を事例として、高齢者人口分布とディサービスセンター

の立地現況、および、既存研究の施設選択の理由にもとづき、移

動距離だけではなく、高齢者の施設利用回数と施設入所定員等の

要因も考慮して数理的モデルを開発し、需要と施設の立地の関連

性について分析を行う。国によるディサービスセンターの設置基

準では、最大利用距離や週利用回数について規定されていないが、

ここでは、それらを計画上の重要な指標としてモデル化し、需要

分布と施設立地との関連性を分析することなどを目的としてい

る。 

 

2. 研究方法 

2-1. 施設利用要因の抽出 

厚生省令第37号（平成11年3月31日）「指定居宅サービス等

の人員設備及び運営に関する基準について」によると、通所介護

（ディサービス）には、人員基準、設備基準、運営基準の三つの

設置基準があげられている。設置基準に、通所施設の地理的配置

について具体的な基準が規定されていないが、利用定員と送迎費

用に関する運営基準が規定されている。施設の利用定員の相違及
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び送迎距離の増加に伴う送迎費用の変化は、通所施設の経営に大

きな影響を与えると思われる。従って、ここでは利用定員と送迎

距離を、施設の地域利用に関連する運営基準の2つの要因として

用いることにする。 

一方、前述の利用者が通所型施設を選択する理由に関する既存

研究によると、高齢者がディサービスセンターを選択するとき、

主に下記の六つの基準を選択条件としていることが明らかにさ

れている。 

①主体－主体のかかわり：利用者と職員、あるいは利用者同士

の合目的的な人間関係を超えた繋がりのこと。 

②利用者による結果評価：利用者本人又は家族による効果の測

定のこと。 

③安心・安全：健康や安全においては、利用者からの安心を得

ることができるよう、努力や工夫を行うこと。 

④支援する社会関係（ケアマネジャーの紹介）：個別のニーズ

に合った事業所を複数提案してくれる介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）のこと。 

⑤地域・地理性：利用者は自宅に＜近い＞地元の事業所を選ん

でいるということ。 

⑥施設利用回数が増やせる：ディサービスセンターの定員に余

裕がないため、他市町村の他施設（他のディサービスセンター・

デイケアセンター）と併用している利用者が多いという事実のこ

と。 

上記の①～④の施設選択基準は、高齢者の選択行為に影響を与

えるが、個人の主観性がかなり高く、数値化することが困難であ

り、本研究で取り扱うことは行わないことにする。本研究では、

施設利用の数理モデルを構築するために、通所施設の入所定員、

利用区域（送迎）距離、利用回数などの要因を取り扱うことにす

る。 

 

2-2. 施設利用モデルの構築 

本研究では、施設利用モデルに、通所施設の入所定員と利用可

能区域を取り扱い、また、最大利用距離と週利用回数の概念を盛

り込み、最小の総移動距離を実現するように利用施設を決定する

モデルを開発する。 

 

モデルに用いるパラメーターは、以下通りである。 

・ ：要支援・要介護高齢者 

・ ：通所施設 

・   ：要支援・要介護高齢者 から施設 への移動距離 

・         ：要支援・要介護高齢者 の施設 の利用を表す 0

－1変数 

・ ：最大利用距離 

・  ：施設 の入所定員 

 

高齢者の住宅から利用施設まで往復移動するのにかかる総移

動距離を最小化するように既存の各施設への要支援・要介護高齢

者を求める問題は以下のように定式化できる。 

 

      
                             (1) 

                                        (2) 

                                         (3) 

 

制約条件は2つある。 

式(2)は入所定員の制限を考慮したものであり、高齢者は施設

定員未満のディサービスセンターだけ利用できる。 

式(3)は最大利用距離を制約条件としているものであり、高齢

者は最大利用距離以内のディサービスセンターだけ利用できる。 

高齢者の週利用回数も施設を利用するかどうかの一つの条件

として考慮する。 

 

2-3. 施設利用のフロー 

対象地域における、要支援・要介護の高齢者全員が、ある一日

に行う、ディサービスセンターの選択・利用状況について、図-1

のフローチャートようにシミュレーションすることにする。 

まず、対象地域における、すべての要支援・要介護の高齢者か

ら、ランダムに一人を選んで、その高齢者の介護度によって、あ

らかじめ設定している、週利用回数を判断する。もし、週利用回

数の上限に達していれば、その高齢者の施設選択行為を終了とす

る。つまり、該当の高齢者は、施設を利用しないとみなす。 

もし利用回数の上限に達していなければ、その高齢者の住宅か

ら最大利用距離以内の施設について、距離の近い施設から探索す

る。そして、探索した施設について、その施設の利用定員と利用

者数を考慮して、利用するかどうか判断する。 

その施設が定員に達している場合は、引き続き最大利用距離以

内の他の通所施設を、距離の近いものから探索していく。定員に

達していない施設が探索できれば、該当の高齢者は、その通所施

設を利用することにする。この段階までで、その高齢者の選択行

為のシミュレーションを終了とする。 

次に、すべての要支援・要介護の高齢者に対して、利用施設の

シミュレーションを行ったかどうかを判断し、まだの場合は、別

のランダムに選択した高齢者について、同様のシミュレーション

を行う。 

全ての要支援・要介護高齢者に対して、通所施設のシミュレー

ションを行ったと判断した場合、ある一日の施設選択のシミュレ

ーションを終了する。 

基本的に、ディサービスセンターは週６日運営している。その

ため、このフローチャートに従って、計６回のシミュレーション

を繰り返し、それらの累積結果を、対象地域における要支援・要

介護高齢者の一週間の選択・利用状況とする。 

シミュレーションの結果を踏まえ、各種の仮定条件の検討、施

設立地や施設定員の検討、および、実際の施設利用状況との比較

検討などを行うことができる。それらの分析結果により、高齢者

利用施設の様々な検討、評価に利用することが可能である。 
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開始

要支援・要介護高齢
者のうち一人を選択

最大利用距離以内の最近隣
通所施設を検索

高齢者の介護度により、
週利用回数未満？

通所施設ある？

通所施設満員？

最大利用距離以内の
他の通所施設を検索

通所施設を利用

該高齢者の施設選択
終了

全ての要支援・要介護高齢者が
通所施設を選択してみた？

終了

YES

YES

YES

YES

NO

NO

NO

NO

 

図-1 シミュレーションのフローチャート 

 

3.事例地区への適用 

 本研究では、金沢市を事例として取り上げ、市内全域のディサ

ービスセンターと利用者（要支援・要介護高齢者）のシミュレー

ションを行う。 

 

3-1 シミュレーションに関するデータの構築と条件の設定 

 金沢市における要支援・要介護高齢者が、ディサービスセンタ

ーを選択する行為をシミュレーションするため、下記のデータは

必要となる。 

①各町丁目の要支援・要介護高齢者数 

②各町丁目内の要支援・要介護高齢者の地理的分布 

③要支援・要介護高齢者介護度別の認定状況 

④ディサービスセンターの利用者における要介護状態区分別の

構成割合（高齢者介護度別の施設利用率） 

⑤ディサービスセンターの地理的位置と入所定員 

 

2010年4月時点における、上記の必要なデータを得るために、

国勢調査および厚生労働省の公開データなどを用いて必要なデ

ータを準備する。ただし、各要支援・要介護高齢者の実際の地理

的分布データは入手できないため、各町丁目内の要支援・要介護

高齢者人口データを用いて、町丁目内の各要支援・要介護高齢者

の地理的分布をランダムに発生させることにする。 

坊上ら 5)の既存研究の調査結果によると、各施設の特性の差異

が大きくないこと、および、50%以上の利用者は最近隣のディサ

ービスセンターを利用するとされており、ここでは、それらを踏

まえて、各施設はほぼ均一のもととし、利用者も距離の最も近い

ものを利用すると仮定する。 

また、厚生労働省の資料 7) によると、要支援・要介護高齢者

は、複数の通所施設を利用できることになっている。そのため、

ここでもそれを可能とするシミュレーションシステムとして設

定する。 

 

3-2 計画変数の設定 

① 最大利用距離 

ディサービスセンターの配置に関して、施設利用距離の基準や

規定などが設けられていない。坊上ら 5) の調査結果によると、

多摩市の場合、80%利用距離は 1.7～3.6km の範囲に及ぶことが

報告されている。ここでは、これを参考とし、高齢者の身体状況

および送迎サービスの費用の減少と施設選択の自由度を増加さ

せることを考慮し、金沢市におけるディサービスセンターの最大

利用距離（直線距離）として2.5kmと5kmを設定する。 

 

②高齢者介護度別の週利用回数 

 要支援・要介護高齢者の利用回数に関する厚生省令第37号に

基づき、二つの介護度別の利用可能状況を設定する。 

a)要支援1週1回、要支援2週2回、要介護1～5全て週2回デ

ィサービスセンターを利用することを設定する。 

b)要支援1週1回、要支援2週2回、要介護1～5全て週3回デ

ィサービスセンターを利用することを設定する。 

 

3-3. シミュレーションの結果 

1) 町丁目の範囲と利用者人口の変化（その1） 

 

 

図-2 シミュレーションの結果1 

（最大利用距離2.5km・要介護週2回） 
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図-3 シミュレーションの結果2 

（最大利用距離5km・要介護週2回） 

 

 図-2・図-3は平成22年4月における、金沢市において施設の

最大利用距離2.5kmと5kmの制限で、要支援1の高齢者週1回、

要支援2の高齢者週2回、各要介護別高齢者週2回の仮定条件で

行ったシミュレーションの結果を示している。 

それらによると、市街地の高齢者はすべていずれかのディサー

ビスセンターを利用しているが、山間部在住の101人の高齢者は、

制限距離内に利用可能なディサービスセンターが探索できない

ことがわかる。これは、最大利用距離2.5㎞の設定による影響で

ある。要支援・要介護高齢者人口の 1.8％を占める。また、これ

らの高齢者が生活している町丁目は、金沢市における全797町丁

目の7％を占めている。 

次に、最大利用距離 5km と設定してシミュレーションを行っ

た結果について、図-4 に示している。それによると、5km の制

限でディサービスセンターを利用できない要支援・要介護高齢者

の人口は48人になり、全部要支援・要介護高齢者人口の0.87％

を占め、これらの高齢者の所在の町丁目は、金沢市における全町

丁目の3.4％を占めていることがわかる。 

金沢市の場合は、山間部において、一定距離以内にディサービ

スセンターが存在しない区域があり、それは、当然ではあるが、

最大利用距離 2.5kmの設定は 5kmの設定より、施設利用できな

い高齢者人口及び町丁目の数が多いという状況がわかった。ただ

し、それらの人数は、最大距離2.5kmの場合でも2%未満であり、

それほど多くはないことがわかる。 

 

2)町丁目の範囲と利用者人口の変化（その2） 

 

 

図-4 シミュレーションの結果3 

（最大利用距離5km・要介護週3回） 

 

図-4は同じ最大利用距離 5kmの場合で、要介護高齢者の週利

用回数が 3 回に増加した場合についてシミュレーションを行っ

た。 

この条件で行ったミュレーションの結果は、要支援・要介護高

齢者48人がディサービスセンターを利用できないことになった。

なお、これらの高齢者が生活している町丁目が金沢市における全

797町丁目の0.87％を占めている。 

実際、図-3 と図-4 のシミュレーションの結果はほぼ同じにな

るようである。つまり、最大利用距離 5km の場合で、ディサー

ビスセンターの利用回数が増えでも、都市中心部の高齢者は、お

おむね十分な通所サービスを受けられ、山間部の高齢者は、近接

したディサービスセンターが不足しているため、利用施設が見当

たらないということがわかる。 

 

3-4. 施設選択自由度の比較 

施設利用者からは、複数のディサービスセンターについて選択

可能であり、それらを比較して選択することが望ましい。ここで

は、利用可能施設数を自由度と称す。 

本研究では、最大利用距離と利用定員の制約の影響下において、

利用できるディサービスセンターの数が多くければ多いほど、利

用者の選択性を満足させる程度も高くなると考える。 

以下では、要支援・要介護高齢者の施設選択の自由度をシミュ

レーションし、比較する。 

各町丁目の重心から、最大利用距離を制約条件として、施設選

択の自由度を比較した。 
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表-1 町丁目の分布集計（最大利用距離2.5km） 

 

 

 

図-5 ディサービスセンターを利用できる町丁目 

（最大利用距離2.5km） 

 

表-1 は最大利用距離 2.5km の制限で、町丁目別にみた利用可

能施設数の度数分布表である。表-1 に示すように、半分以上の

町丁目で居住している要支援・要介護高齢者が 15 箇所以下（0

～7の階級と8～15の階級）のディサービスセンター（金沢市に

おける 136 箇所のディサービスセンターの 11％）ではあるが、

かなりの数の施設を選択できている。全体として、通所施設選択

の自由度は相当高いと考えられる。 

町丁目の地理分布（図-5）について、15 箇所以下のディサー

ビスセンターを選択できる町丁目は都市中心部以外の区域にあ

り、面積が金沢市全域面積の9割を占めるということが分かった。

郊外部ではディサービスセンターが配置数が少なく、地域の面積

も広いので、郊外の要支援・要介護高齢者がディサービスセンタ

ーを選択する自由度は、中心部に比較してやや低くなる。 

 

表-2 町丁目分布集計（最大利用距離5km） 

 

 

 

図-6ディサービスセンターを利用できる町丁目 

（最大利用距離5km） 

表-2には、最大利用距離 5kmの制限で、各高齢者が選択でき

る町丁目数の分布を示している。3割以上の町丁目で、要支援・

要介護高齢者が72箇所（72～89の階級）以上のディサービスセ

ンター（金沢市における136箇所のディサービスセンターの53％）

を選択できることになる。図-6 によって、既存のディサービス

センターは、都市の中心部に集中しており、中心部の町丁目の選

択の自由度がそれに応じて比較的高くなっている。 

一方、最大利用距離の増加とともに、都市中心部以外の区域（郊

外区域）において全体の 2割の町丁目が最大 17箇所（0～17の

階級）のディサービスセンターを利用できることになり、面積も

金沢市全域面積の7割弱にまで達している。 

なお、43町丁目の高齢者が最大利用距離5kmの制約条件でデ

ィサービスセンターを利用できるが、2.5kmの制約条件では利用

できないことになった。さらに、表-3 と図-7 の示すように最大

利用距離の 2 倍の増加に伴い（2.5km→5km）、18 町丁目の高齢

者が選択できるディサービスセンターの数は10倍以上に増える

ことになる。この18町丁目の選択自由度の増幅率は他の町丁目

と比較してかなり大きい。 

 

表-3 ディサービスセンター（DSC）の利用状況の比較 
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図-7 最大利用距離の変化に伴うディサービスセンター数の変化 

 

最大利用距離の設定は高齢者の施設選択の自由度に影響を与

えると考えられる。特に、郊外の区域（施設分布が少ない区域）

には、5kmの設定の場合は2.5kmの設定より、当然ではあるが、

施設選択の自由度は、一定程度増加することがわかる。 

 

3-5.ディサービスセンター利用の検証 

 シミュレーションの結果を検証するため、ディサービスセンタ

ーの利用実績データを収集した。ただし、すべての施設の利用状

況が公表されているわけではないので、ここでは6つのディサー

ビスセンターの実績と、シミュレーションの結果（最大利用距離

5km・要支援1週1回、要支援2週2回、要介護1～5全て週3

回の条件下）を比較した（図-8）。 

 

 

図-8 シミュレーション結果と請求実績の比較（日平均利用者数） 

 

 図-8には、6つのディサービスセンターの日平均利用者数の比

較結果を示している。 

この比較結果によって、「デイサービスあさぎり台」と「朱鷺

の苑幸町」の実際の日利用者数はシミュレーションの結果よりか

なり少ないことが分かった。この原因を考えると、二つのディサ

ービスセンターは市街地に立地しており、近くの他のディサービ

スセンターも多く立地しているためと考えられる。そのため、利

用実績とシミュレーションとの差異が発生していると考えられ

る。 

 一方、これら二つ以外のディサービスセンターの請求実績はシ

ミュレーションの結果と大きな差異がないということがわかる。

おおむね実際の状況に整合しているものと思われる。 

 

4. まとめ 

本研究は、厚生省令の通所施設の設置基準と個人施設選択理由

などの既存研究にもとづいて、施設選択行為に関連する要因を抽

出し、施設利用モデルを構築し、金沢市を事例地区として施設利

用モデルを適用した。 

施設利用状況については、様々な計画設定条件に対応したシミ

ュレーションが可能になっており、各種の計画条件などの検討な

どに利用することができると思われる。また、そうした事例とし

て、シミュレーションの結果に基づき、最大利用距離と週利用回

数の変化について分析を行い、どの程度、利用状況に影響を与え

るのかを考察することができた。 

本研究で構築した施設利用モデルを用いてシミュレーション

することにより、一定条件にもとづくマクロな利用状況を把握す

ることが可能になる。なお、最大利用距離と週利用回数は厚生省

令の設置基準などで規定されていないが、本研究では、この二つ

の条件の影響を取り入れることができるモデルとしている。 

最大利用距離の設定を、他の規制と連動させた条件でシミュレ

ーションすることにより、適正なディサービスセンターの立地を

検討することが可能になると考えられる。 

今後の課題としては、最大利用距離について、直線距離ではな

く、実際の路線を用いるようにし、その場合、利用圏域はどのよ

うに変化することを分析する必要がある。また、ディサービスセ

ンターの利用実態をより把握し、本モデルの構造やシミュレーシ

ョン条件に取り入れていくことも必要だと考えられる。 
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